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Abstract 
The present investigation has made possible to determine the ultra trace amount oI titanium 
by the isotope dilution method using an M. 1. T. type surface emission mass spectrometer equip-
ped with a single五lamention source. 
After being baked on the 五lament，titanium dioxide dissolved in nitric acid or sulfuric acid 
emits stable TiO + beam at the五lamentelectric current of 2.4 amp巴re. The det巴ctionlimit and 
precision are 10-10 g and 1% in relative error respectively， which prove that this method can be 










表-1にチタンの同位体存在率を， 表-2に酸素同位体存在率(160;99.76%， 170; 0.037%， 
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46TiOj48TiO I 1.07xlO-1 
471、i0j48TiOI 9.85 x 10 2 
49TiOj48TiO I 7.51 x 10-2 





























































(A) 二酸化チタン 0.5mgを50ms-テアロンビーカーに秤取する。これに希硝酸 (10%)を
約 1ms加えて，電熱器上約 1000CVこて蒸発乾固させる。これに濃硝酸 1滴を加え蒸発乾固さ
せる。更に数回蒸発乾固をくり返し，最後に希硝酸を加え全量を約 0.5msとする。 これは約
10μg Ti/0.02 ms (1滴)の溶液となる。
(B) 二酸化チタン 0.5mgを 50mιテフロンビーカーに秤取L，(A)の場合と同様に硝酸
を加えて蒸発乾固させる。最後に希硝酸を 1滴加えた後，濃硫酸を 1滴加える。これに希硝酸
を加えて全量を 0.5msとする。これは (A)と同じ約 10μgTi/0.02msの溶液となる。
(c) 二酸化チタン 5mgを 50ms-テフロンビーカーに秤取し濃硫酸を加えて蒸発乾固を




( i ) 測定時において，イオンソース部および分析管部は 10-7mmHgの真空に保たれる。
(i) イオン加速電庄は 3，600Vとする。





















メントにのせる。 (C)の試料も同じく約 0.02msをフィラメントにのせる。 フィラメント電流






2 時間で 0.6~0.7A までフィラメント電流を上げる。 それからは， m/e=39の付近を磁場走
査(コイル電流を変化させる)させながら徐々に(約2mA/min)上げていき 39Kのピークをつ
かまえる。 0.7A前後で 39Kのピークは出現する。 これを指標にしてリベラーおよびレンズの
電圧を変化させて感度調整を行なう。 さらに 39Kのピークの伸びをみながらフィラメント電
流を徐々に上げていく。 1A を越えてからは再び 5~10 mA/minの速度で上げていく。なお加
速電圧を切って，イオンをゆっくり蒸発させてフィラメント上の試料の安定性を良くする操作
を焼き出しと称し， (A)， (B)の試料については 1A前後および1.5A前後にて， (C)の試料に




の5本のピークをそれぞれ 10回記録する。表-4の (A)の試料については 2.4Aにおいて， (B) 
では 2.65A においてフ (C)では 2.41，2.43， 2.53 A においてそれぞれチタンの同位体比の測定
を行なった。
v. 結果および考察
ピークは 46TiO+，47TiO， 48TiO ， 49TiO
c
， 50TiO'の1原およびこの逆に記録したもの一対
の平均をとって 1個の測定値とした。表4-Aは III-3で、述べた (A)の試料についての，表4-B
は (B)の試料についての，表 4-C-1，2， 3は (C)の試料についての，順に低温からの，それぞ
れの測定値である。
一般に不安定なピーク，すなわち上昇中とか下降中においては測定値の変動は大きい。本
側定値においてもこの傾向はみられ， 10組のピークを測定し終るまで (A)は約半減し， (B)は
約 10倍に仲び， (c)の 1~3 割以内の増減の場合と比べて変動は大きくなっている。 (C) の場
合について，測定値の相対誤差は，長いピーク ¥46TiOおよび 47TiO)，すなわち基準とした 48TiO




同位体比 46TiO/48TiO x 10 47TiOj48TiO x 10 49TiOj48TiO X 102 50TiOj48TiO X 102 
I 1.10 0.994 7.45 7.38 
I 1.10 1.∞ 7.42 7.37 
III 1.11 1.01 7.45 7.40 
IV 1.07 0.983 7.37 7.36 
V 1.09 0.998 7.41 7.39 
1.09 0.996 7.42 7.38 
表-4-B 試料Bについての TiO同位体比測定値
同位体比 46TiOj48TiO x 10 47TiOj48TiO x 10 49TiOj48TiO x 102 5OTiOj48TiO x 102 
I 1.10 1.01 7.26 7.26 
I 1.07 0.989 7.48 7.87 
III 1.11 1.00 7.35 7.08 
IV 1.08 0.986 7.57 7.43 
V 1.04 0.999 7.61 7.55 
??
1.08 0.997 7.45 7.44 
表-4-C-1 試料Cについての最初の TiO同位体比測定値
同位体比 46TiOj48TiO x 10 47TiOj48TiO x 10 49TiOj48TiO X 102 50TiOj48TiO X 102 
I 1.10 1.00 7.35 7.35 
I 1.09 1.00 7.36 7.22 
III 1.10 1.∞ 7.41 7.24 
IV 1.09 0.996 7.35 7.22 
V 1.09 1.00 7.43 7.14 
1.09 0.999 7.38 7.23 
署長-4ー C-2 試料Cについての 2番目の TiO同位体比測定値
同位 体比 46TiOj48TiO x 10 47TiOj48TiO x 10 49TiOj48TiO X 102 50TiOjl8TiO X 102 
1.10 1.01 7.49 7.27 
1I 1.08 0.986 7.38 7.29 
III 1.12 1.01 7.32 7.34 
IV 1.11 0.989 7.34 7.32 
V 1.09 0.990 7.53 7.26 
1.10 0.997 7.41 7.30 
(92) 
室蘭工大型表面電離質量分析討 によるチタ γの同位体比測定 93 
表 4-C-3 試料 Cについての 3番目の TiO同位体比測定値
同位体比 46TiOj48TiO x 10 47TiOj48TiO x 10 49TiOj48TiO X 102 50TiOj48TiO X 102 
I 1.10 l.o 7.42 7.33 
I 1.11 l.00 7.36 7.27 
III 1.09 0.987 7.41 7.31 
IV 1.09 0.990 7.41 7.41 
V 1.10 0.996 7.49 7.45 
1.10 0.995 7.42 7.35 
精度を持っている。 短いピークについてはやや精度は悪く ，2-3%であった。また，使用した






みても硝酸処理は不適当である。 (B)は (C)を行な う予備実験であって，硫酸が存在しても問題
がない事がわかった。二酸化チタンは濃硫酸には約 1000Cで，比較的容易に溶解する。この溶
液からは低温では硫酸チタンを生成するのであるが，この硫酸チタンは高温 (7000C)にて分解
し，二酸化チ タンとなる。この二酸化チタ ンへの分解をフィラメント上で行なわせ， 更に TiO+







よる，チタンの同位体比測定における基本的条件を検討し，感度 10-10g，精度 1% と同位体希
釈法によるチタンの極微定量に十分応用できる結果を得た。
質量分析計操作上終始，助言助力をいただいた中村精次氏に感謝申し上げる。
(昭和44年 10月 日本地球化学会討論会発表) (昭和45年5月20日受理)
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